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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第30期

第２四半期累計期間
第30期

第２四半期会計期間
第29期

会計期間
自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日

自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日

自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日

売上高 (千円) 1,560,791 679,673 15,958,437

経常損失 (千円) 541,468 299,653 757,017

四半期(当期)純損失 (千円) 594,418 336,301 2,277,804

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ―

資本金 (千円) ― 1,833,024 1,783,024

発行済株式総数 (株) ― 58,459,542 50,767,234

純資産額 (千円) ― △1,132,649 △690,145

総資産額 (千円) ― 1,092,818 1,543,005

１株当たり純資産額 (円) ― △20.17 △13.61

１株当たり四半期
(当期)純損失金額

(円) 11.04 5.90 44.93

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― △107.8 △44.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △365,910 ― 1,288,648

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 174,723 ― △557,093

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 282,046 ― △938,938

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 102,977 12,117

従業員数 (名) ― 34 65

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい 

　ては記載しておりません。 

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用会社がないため記載しておりません。 

４　第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、かつ希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　第30期第２四半期累計期間及び第30期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変

更はありません。 

また、主要な関係会社においても異動はありません。 

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間における、重要な関係会社の異動等は以下のとおりです。

（親会社の上場廃止）

当社の親会社であるジェイオーグループホールディングス株式会社は、大阪証券取引所に上場して

おりましたが、平成21年７月１日をもって上場廃止となっております。

　

（除外）

その他の関係会社でありました、播州交通株式会社は、同社の親会社でありましたジェイオーグルー

プホールディングス株式会社が平成21年７月31日に全株式を売却したことにより、関係会社に該当し

なくなりました。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年８月31日現在

従業員数(名)
34
(5)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算）でありま

す。

３　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

４　第30期第２四半期会計期間末の従業員数が第１四半期会計期間末に比べ５名増加いたしましたのは、主に管理

部門の強化のため、人員を増強したためであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間において、生産実績はありません。 

　

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間において、受注実績はありません。 

　

(2) 仕入実績

当第２四半期会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別の名称 仕入高(千円)

ＴＶゲーム関連事業 614,019

その他の事業 606

合計 614,626

　

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別の名称 販売高(千円)

ＴＶゲーム関連事業 678,235

その他の事業 1,437

合計 679,673

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

株式会社センタイ 440,757 64.8

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 前事業年度において事業部門別に区分しておりました「ＡＶ関連事業」及び「書籍関連事業」に

つきましては、当第２四半期会計期間において販売実績が僅少なため、「その他の事業」に含めて

記載しております。
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２ 【事業等のリスク】

(1)資金調達に関連するリスク

当社は、資本増強策として、平成21年８月７日開催の取締役会におきまして、ＩＴイノベーション戦略投

資事業組合（以下「ＩＴイノベーション」）を割当先とする第三者割当による新株予約権証券の発行を決

議しております。ＩＴイノベーションは当社のビジネススキームや現状の事業環境を十分理解を示してい

ただき、当社の資金需要の必要性、タイミング等をご理解いただいていると判断したため、割当先に選定し

ております。

ＩＴイノベーションは、新株予約権の行使につき、前向きな姿勢でありますが、万一、ＩＴイノベーション

の経営状況の悪化や資金調達が何らかの要因で予定通り行われなかった場合や、株価が当初行使価額及び

行使価額の修正が行われた後の行使価額を下回って推移している場合は、新株予約権の行使が行われない

リスクがあります。

また、買取契約の新株予約権の行使に関する特約条項により、５連続取引日終値単純平均が本新株予約権

の行使価額の130％超過日における出来高の15.0％未満及び150％超過日における出来高の20.0％未満とな

る範囲で１回につき10百万円を超えない額において行使請求ができるものとしておりますが、超過日にお

ける出来高が小さければ希望する資金の調達が行われないリスクがあります。

さらに、当社の調査によりＩＴイノベーションの資金力が不足していると認められたとき、並びに出資予

定者に反社会的勢力との関連が認められた場合、当社取締役会で行使請求に対し拒否の決議、及び残存する

新株予約権の全部または一部を取得する決議を行う可能性がございます。この場合に、希望する資金の調達

が行われないリスクがあります。

その為、当社は、当社の資金需要に基づき新株予約権の行使を行っていただけると判断し当該増資を決議

しておりますが、上述に記載のリスクのとおり、当社の資金需要に応じた行使が行われなかった場合は、以

下のリスクがあります。

①差押えリスク

当社は資金不足により、租税公課及び社会保険料の一部の支払いを滞納しております。各関係省庁と協議

の結果、当該増資金をもって全額返済することを条件に支払期限の延長をして頂いておりますが、仮に行使

が行われなかった場合は返済の目処が立たないものとし当社資産の差押えを行う旨、口頭で伝えられてい

ます。

②訴訟リスク

当社は資金不足により、営業債務やＦＣ加盟店脱退に伴う預り保証金の返金などの支払いを数か月に及

び延滞しております。当該増資金により債務をすべて解消する旨、債権者に説明し法的手段の回避を行って

おりますが、行使がされなかった場合、すでに数か月に及ぶ支払の延期を行っている事からこれ以上の延期

を受け入れて頂く事は難しく、債務の回収の為の訴訟を提起されるリスクがあります。

③信用力の低下リスク

差押え及び訴訟を提起された場合、当社の信用力がさらに低下するリスクがあります。

④取引継続の拒絶及び取引先の喪失リスク

差押え及び訴訟を提起される事を要因とした信用力の低下により、当社の事業の主となるＦＣ加盟店の

脱退が多発する可能性や、当社が通常の企業継続を行う為に必要な取引の大部分が拒絶されるリスクがあ

ります。

⑤借入金に関する期限の利益の喪失リスク

差押えを行われた場合、借入金の契約書に定められた期限の利益の喪失条項に抵触する事になり、借入金

合計13億24百万円の一括弁済要求及び、担保権を実行されるリスクがあります。

⑥倒産リスク

差押え及び訴訟を提起された場合、経過によってまた、①～⑤のリスクにより当社の経営資源を失い倒産

するリスクがあります。
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(2)株式価値の希薄化リスク

「(1)資金調達に関連するリスク」に記載の新株予約権残高が全て行使された場合の新株式の最大増加

数は265,756,000株となります。これは四半期報告書提出日現在の発行済株式数(79,649,542株)に対し新株

式発行数の比率は333.7％となり１株当たりの株式価値の希薄化がおこります。ただし、本新株予約権は行

使期間中に１回に限り、当社の判断で行使価額の修正を行う事ができ、その後６ヶ月毎に行使価額が修正さ

れる商品となるため、行使価額の修正が行われた場合は、希薄化率は増加又は減少致します。

(3)当社の企業運営における大株主の影響について

「(1)資金調達に関連するリスク」に記載の新株予約権の割当予定先であるＩＴイノベーションにつき

ましては、純投資を目的とした引受であります。 

新株予約権が四半期報告書提出日現在の行使価額で全て行使された場合は、ＩＴイノベーションの持株

比率は83.1％となり議決権に対する割合が過半数を超え当社の筆頭株主となり、株主総会での承認を必要

とする各種事項を含む最終決定に対し、多大な影響力を持つことになります。しかし同社は純投資目的の金

融投資家であることから、当社の経営及び運営に影響を与える可能性は高くないものと判断しております

が、今後何らかの要因が生じた場合、当社の運営及び業績等に影響を与える可能性があります。 

(4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

当社は、前事業年度に引き続き第１四半期会計期間において２億31百万円の営業損失及び２億58百万円

の四半期純損失を計上、また、当第２四半期会計期間において２億47百万円の営業損失及び３億36百万円の

四半期純損失を計上しており、その結果11億32百万円の債務超過になっております。また金融機関からの借

入につき返済条項の不履行があり、新規借入が困難な状況にあります。

これにより、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、以下の施策を行う所存であります。

１．収益力の改善及びコスト削減

当事業年度第１四半期会計期間において、すべての直営店舗と委託型店舗を閉鎖いたしました。今後も人

件費を中心とする固定コストの一層の削減を推し進めるとともに、資産効率の改善に努めてまいります。

また、下記「２．資本政策」の効果により当社の与信を回復し、仕入資金の不足によるＦＣ加盟店に対し

ての不安定かつ不十分な商品供給の状況を改善し、売上高及び収益の確保を図ってまいります。

２．資本政策

債務超過を解消するべく、エクイティファイナンスによる資金調達を実施してまいります。なお、平成21

年８月27日にＩＴイノベーションより新株予約権の払込を受け、さらに、重要な後発事象に記載のとおり、

平成21年９月１日、平成21年10月13日、平成21年10月14日及び平成21年10月15日の新株予約権の個別行使請

求により新株式発行を行い、合計２億20百万円の自己資本を調達いたしました。今後も引き続き新株予約権

の個別行使請求による新株式発行により自己資本を調達していく予定であります。

金融機関からの借入につきましても、返済条件の見直しを行うとともに新たな借入を行うべく関係を構

築してまいります。

これらの施策の実行により、収益基盤が回復すると共に、与信回復や資金の安定を図ることが可能とな

り、結果として財務指標や株価の回復も想定できると考えております。

しかし、これらの改善策は、今後、十分な自己資本を確保できるだけの新株予約権の行使が必要となりま

すが、ＩＴイノベーションの経営状況の悪化やＩＴイノベーションの資金調達が何らかの要因で予定通り

行われなかった場合や、株価が当初行使価額及び行使価額の修正が行われた後の行使価額を下回って推移

している場合は、新株予約権の行使が行われない可能性があるため、現時点では継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められます。
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(5)発行可能株式数の超過によるリスク

本新株予約権残高が現在の行使価額で全て行使された場合、当社の発行可能株式数の授権枠を超える見

込みとなっているため、発行可能株式数の拡大等が必要となり、迅速な資本政策が行えない可能性がありま

す。また、本新株予約権の行使価額の修正が行われた場合、発行株数が増加または減少致します。それによ

り、増加し行使が進んだ場合は、発行可能株式数を超える新株予約権の行使は行えず、一部の資金調達が出

来ない可能性があります。その為、当社は発行可能株式数が減少した場合は、株主総会で授権枠の拡大を付

議する予定としております。しかし、株主総会の開催にある程度時間を要することからその間に本新株予約

権の行使を行うことが出来ず、機動的な資本政策に支障をきたす可能性があります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国の経済は、昨秋以降の世界的な金融・経済危機による実体経済へ

の影響から、企業の収益環境や雇用環境は依然として厳しく、個人消費は引き続き低迷する中、国内景気は

低調なまま推移いたしました。

ＴＶゲーム関連業界におきましては、大型タイトル「ドラゴンクエストIX 星空の守り人」「モンスター

ハンター3」「Wii Sports Resort」が発売され、特にドラゴンクエストは400万本を超す大ヒット商品とな

りました。その他のタイトルも順調な売れ行きとなりましたが、市場全体で言えば低調となりました。また、

ハード市場におきましては、Nintendo DSi、PSP、Wiiの新カラーバリエーションが発売され、順調な売れ行き

となっているものの、携帯ゲーム機自体が既に普及していることもあり、市場環境は全体的に景気低迷の影

響を受け低調な推移となりました。

このような状況のもと、当第２四半期会計期間においては、収益力の改善、コスト削減を推進するため、す

べての直営店舗と委託型店舗を閉鎖した影響もあり、大幅に売上高が減少いたしました。

また、前事業年度において当社の親会社であるジェイオーグループホールディングス株式会社（以下、

JOGHD）グループの中核企業であり、かつ当社の兄弟会社（JOGHDの子会社）であるジェイオー建設株式会

社の民事再生開始及びJOGHDの上場廃止等により、当社とメーカーとの取引がこれまでどおりに行えない等

の影響があり、前事業年度において、JOGHDとの株式交換契約の合意解除や株式会社センタイとの業務提携

等で商品供給の安定化を図り、また第三者割当増資による資本増強を行い、当社主力事業のＴＶゲーム関連

における与信を早急に回復し、商品供給体制を安定させることに懸命に努めてまいりました。

以上の結果、当第２四半期会計期間の業績は以下のようになりました。

（売上高）

当第２四半期会計期間における売上高は、収益力の改善、コスト削減を目的とした直営店舗の閉鎖等に

より、６億79百万円となりました。

（売上総利益）

当第２四半期会計期間における売上総利益は、上記の売上高の要因等により、50百万円となりました。

（営業損益）

当第２四半期会計期間における営業損益は、上記の売上総利益の要因によるものの、人件費及び支払手

数料の計上等により２億47百万円の損失となりました。

（経常損益）

当第２四半期会計期間における経常損益は、上記の営業損益の要因に加え、支払利息及び増資等に係る

支払手数料の計上等により２億99百万円の損失となりました。

（四半期純損益）

当第２四半期会計期間における四半期純損益は、上記の経常損益の要因に加え、直営店舗の閉鎖損失の

計上等により３億36百万円の損失となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期会計期間末における資産合計は、10億92百万円となり、前事業年度末に比べ４億50百万円

減少いたしました。主に、販売及び評価損によるたな卸資産の減少２億37百万円及び前渡金の減少98百万

円によるものであります。

（負債の部）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、22億25百万円となり、前事業年度末に比べ７百万円減少

いたしました。主に、未払金の減少73百万円や長期預り保証金の減少65百万円があった反面、新株予約権

の包括行使により自己資本を一時的に負債として計上したこと等による長期預り金の増加１億50百万円

によるものであります。

（純資産の部）

当第２四半期会計期間末における純資産は、11億32百万円の債務超過となり、前事業年度末に比べ４億

42百万円減少いたしました。主に、四半期純損失５億94百万円の計上による利益剰余金の減少があった反

面、新株式発行による資本金及び資本準備金の増加１億円や新株予約権の発行による新株予約権の増加

45百万円によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期会計期間末と比べ86百万円増加

となり、また、前事業年度末と比べ90百万円増加し、１億２百万円となりました。各キャッシュ・フローの

状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少が71百万円と

なった反面、税引前四半期純損失を３億35百万円計上したことや預り保証金の減少53百万円が主たる要

因となり、３億円の減少となりました。また、当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ

・フローは、たな卸資産の減少が２億37百万円及び仕入債務の増加が１億４百万円となった反面、税引前

四半期純損失を５億92百万円計上したことや売上債権が73百万円増加したこと及び預り保証金の減少68

百万円が主たる要因となり、３億65百万円の流出となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入50

百万円や差入保証金の回収による収入33百万円が主たる要因となり、１億１百万円の流入となりました。

また、当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、差入保証金の回収による収

入71百万円や定期預金の払戻による収入50百万円が主たる要因となり、１億74百万円の流入となりまし

た。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による支出

が73百万円となった反面、新株予約権者からの包括行使による預り金１億50百万円や短期借入れによる

収入１億30百万円及び新株予約権の行使による収入１億円が主たる要因となり、２億85百万円の流入と

なりました。また、当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の

返済による支出が２億90百万円となった反面、短期借入れによる収入３億46百万円や新株予約権者から

の包括行使による預り金１億50百万円及び新株予約権の行使による株式の発行による収入１億円が主た

る要因となり、２億82百万円の流入となりました。
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(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

債務超過による上場廃止について

当社は、当第２四半期会計期間末において、11億32百万円の債務超過の状態にあり、当事業年度末まで

に債務超過の状態が解消されない場合は前事業年度に引き続き二期連続での債務超過となることから、

株式会社ジャスダック証券取引所が定める株式上場廃止基準に抵触するため当社には上場廃止のリスク

があります。

しかしながら、現状の収益力では、11億32百万円の債務超過を当期純利益のみによって当事業年度内で

解消することは困難であることから、債務超過を解消することができる規模の第三者割当による新株予

約権の発行を行っており、当該新株予約権の行使による新株式の発行等により債務超過額以上の増資を

行うことで、債務超過の解消を図る予定であります。

詳細につきましては「第５　経理の状況　１. 四半期財務諸表」の継続企業の前提に重要な疑義を抱か

せる事象又は状況を参照してください。

　

(5)研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社は、前事業年度に引き続き第１四半期会計期間において２億31百万円の営業損失及び２億58百万

円の四半期純損失を計上、また、当第２四半期会計期間において２億47百万円の営業損失及び３億36百万

円の四半期純損失を計上しており、その結果11億32百万円の債務超過になっております。また金融機関か

らの借入につき返済条項の不履行があり、新規借入が困難な状況にあります。

これにより、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。

当社は、当該状況を解消すべく、以下の施策を行う所存であります。

１．収益力の改善及びコスト削減

当事業年度第１四半期会計期間において、すべての直営店舗と委託型店舗を閉鎖いたしました。今後も

人件費を中心とする固定コストの一層の削減を推し進めるとともに、資産効率の改善に努めてまいりま

す。

また、下記「２．資本政策」の効果により当社の与信を回復し、仕入資金の不足によるＦＣ加盟店に対

しての不安定かつ不十分な商品供給の状況を改善し、売上高及び収益の確保を図ってまいります。

２．資本政策

債務超過を解消するべく、エクイティファイナンスによる資金調達を実施してまいります。なお、平成

21年８月27日にＩＴイノベーションより新株予約権の払込を受け、さらに、重要な後発事象に記載のとお

り、平成21年９月１日、平成21年10月13日、平成21年10月14日及び平成21年10月15日の新株予約権の個別

行使請求により新株式発行を行い、合計２億20百万円の自己資本を調達いたしました。今後も引き続き新

株予約権の個別行使請求による新株式発行により自己資本を調達していく予定であります。

金融機関からの借入につきましても、返済条件の見直しを行うとともに新たな借入を行うべく関係を

構築してまいります。

これらの施策の実行により、収益基盤が回復すると共に、与信回復や資金の安定を図ることが可能とな

り、結果として財務指標や株価の回復も想定できると考えております。

しかし、これらの改善策は、今後、十分な自己資本を確保できるだけの新株予約権の行使が必要となり

ますが、ＩＴイノベーションの経営状況の悪化やＩＴイノベーションの資金調達が何らかの要因で予定

通り行われなかった場合や、株価が当初行使価額及び行使価額の修正が行われた後の行使価額を下回っ

て推移している場合は、新株予約権の行使が行われない可能性があるため、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、前事業年度末における重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 203,068,936

計 203,068,936

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 58,459,54279,649,542
ジャスダック
証券取引所

単元株式数：1,000株

計 58,459,54279,649,542― ―

(注)平成21年９月１日、平成21年10月13日、平成21年10月14日及び平成21年10月15日付で新株予約権の個別行使によ

る新株式の発行が完了したことにより、発行済株式数がそれぞれ8,333,000株、2,857,000株、6,000,000株及び

4,000,000株増加しております。 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①平成21年８月７日の取締役会決議

第６回乃至15回新株予約権
第２四半期会計期間末現在
(平成21年８月31日)

新株予約権の数（個） 4,700

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000,000（注）２、３

新株予約権の行使期間 平成21年８月27日～平成24年８月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価額　33円
資本組入額　17円（注）６

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部は行使できない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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（注）１．本新株予約権１個の行使請求により当社が当社普通株式を交付する数（以下「交付株式数」という。）は、

1,000,000円（以下「出資金額」という。）を行使価額（別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第１項

（2）号に定義する。）で除して得られる最大単元数とし、本新株予約権複数個の行使請求により当社が当社

普通株式を交付する数は、行使請求の対象となった本新株予約権の数に出資金額を乗じた金額（以下「出資

金総額」という。）を行使価額で除して得られる最大単元数とする（１単元未満の端数を生じたときはこれ

を切り捨て、現金による調整は行わない。）。なお、本新株予約権の目的たる株式の総数の上限は、本新株予約

権の総数に出資金額を乗じた金額を行使価額で除して得られる最大単元数となる。

２．本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額

（1）本新株予約権１個の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、出資金額とする。なお、修正　開

始日（以下３に定義する。）後の包括行使請求または個別行使請求に基づく本新株予約権の行使に際して新

株予約権１個につき出資される財産の価額もこれと同額とする。

（2）本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる当社普通株式１株あ

たりの価額（以下「行使価額」という。）は、当初33円とする。ただし、下記４または下記５に従い、修正また

は調整される。

３．第６回新株予約権行使時の払込金額に関しましては、平成21年８月31日に当社取締役会において当初行使価

格33円から18円に修正しております。ただし、その修正後行使価格の適用日は平成21年９月１日からとなり

ます。

４．行使価額の修正

（1）当社は、平成21年8月27日以降、平成24年8月26日までの間、1回のみ、当社取締役会が資金調達のために必要

と認めた場合には、修正日（行使価額修正の決定を行った日（以下「行使価額修正決議日」という。）の翌

営業日後の日をいい、以下「修正開始日」という。）以降、本新株予約権の要項に従って本新株予約権の行使

価額が修正される旨を決定（以下「行使価額修正の決定」という。）することができる。当社取締役会が資

金調達のために必要と認めた場合とは、その時の株価動向や金利水準をはじめとする市場環境、経営環境等

を勘案し、本新株予約権の行使価額修正の開始を決定して行使促進を図ることが最良の選択であると判断し

た時を指す。この決定を行った場合には、当社は、行使価額修正の決定が行われたことおよび修正開始日を、

行使価額修正決議日に、新株予約権原簿に記載された各新株予約権者に通知するものとする。

（2）行使価額修正の決定が行われた場合、行使価額は、行使価額修正決議日の前銀行営業日まで（当日を含

む。）の３連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。） のない日は除き、行使価額修正決議日

の前銀行営業日が取引日でない場合には、行使価額修正決議日の前銀行営業日の直前の取引日までの３連続

取引日とする。以下「修正日行使価額算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その

小数第１位を切り捨てる。） に、修正開始日の６ヵ月後の最終取引日の翌日以後においては、６ヵ月毎にそ

の最終取引日（以下「決定日」という。）の翌日以降、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日（ただ

し、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日とす

る。以下「修正後行使価額算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式

の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を切り捨てる。）に、それぞれ修正される（修正後の行使価額を以下「修正後行使価額」という。）。

なお、修正開始日行使価額算定期間または修正後行使価額算定期間内に、行使価額の調整事由が生じた場合

には、修正後行使価額は、本新株予約権の要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。

（3）本項第(1)号および第(2)号により行使価額の修正を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨、修

正前の行使価額、修正後行使価額およびその適用の日その他必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新

株予約権者に通知する。

５．行使価額の調整

　　当社は、本新株予約権の発行後、当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可能性があ

る場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

　
　 　 　 　

既発行普通株式 ＋
交付普通株式×１株あたり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

６．本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1 項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場

合はその端数を切り上げた金額とする。また、本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加

する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

四半期報告書

13/35



７．新株予約権の取得の事由及び取得の条件

（1）当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日（当該取締役会後２か月を超えない日に定められるもの

とする。）を別に定めた場合には、当該取得日において、残存する本新株予約権の全部または一部を取得する。

当社が本新株予約権の一部を取得する場合、抽選により、取得する本新株予約権を決定するものとする。当社

は、本新株予約権を取得するのと引換えに、当該本新株予約権の新株予約権者に対して、本新株予約権１個あ

たり本新株予約権１個あたり予約権1個の価格9,606円を交付する。

（2）当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以下「組織再編行為」

という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、当該組

織再編行為の効力発生日以前に、当社が本新株予約権を取得するのと引換えに当該本新株予約権の新株予約

権者に対して本新株予約権１個あたり9,606円を交付して、残存する本新株予約権の全部を取得する。

（3）当社は、当社が本新株予約権の発行後平成24年８月26日まで（当日を含む。）の間に行使価額修正の決定を

行わない場合、平成24年８月26日の翌銀行営業日に、無償にて残存する本新株予約権の全部を取得する。

（4）本項第（1）号または第（2）号により本新株予約権を取得する場合には、当社は、当社取締役会で定める取

得日の２週間前までに、当該取得日を、新株予約権原簿に記載された本新株予約権の新株予約権者（本新株予

約権の一部を取得する場合は、当社取締役会が決定した本新株予約権の新株予約権者）に通知する。

（5）本項第（1）号、第（2）号または第（3）号により本新株予約権を取得する場合において、包括行使請求に基

づく出資金額が払い込まれていたときは、当社は新株予約権者に対し、当該取得事由発生後遅滞なく、取得さ

れる本新株予約権の個数に出資金額を乗じた金額を包括行使請求に基づく出資金額の返還として支払うもの

とする。

８．本第６回乃至第15回新株予約権は会社法第236条第１項各号に掲げる事項につき、すべて同一であるため合計

数を記載しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　
該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月28日(注) 7,692,30858,459,54250,0001,833,02450,0001,071,008

（注）第三者割当

発行価格：13円　　資本組入額：6.5円

割当先：柏原武利　5,769,232株、株式会社BgenuineTec　1,923,076株
　

なお、当第２四半期会計期間末日後、第三者割当による新株予約権の行使が完了し、その内容は以下のとお

りであります。

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月１日(注)１ 8,333,00066,792,54275,7201,908,74575,7201,146,728

平成21年10月13日(注)２2,857,00069,649,54210,0961,918,84110,0961,156,824

平成21年10月14日(注)３6,000,00075,649,54215,1441,933,98515,1441,171,968

平成21年10月15日(注)３4,000,00079,649,54210,0961,944,08110,0961,182,064

（注）１．第６回新株予約権

発行価格：18円　　資本組入額：９円（新株予約権対価部分を除く）

割当先：ＩＴイノベーション戦略投資事業組合
　
２．第７回新株予約権

発行価格：７円　　資本組入額：3.5円（新株予約権対価部分を除く）

割当先：ＩＴイノベーション戦略投資事業組合
　
３．第８回新株予約権

発行価格：５円　　資本組入額：2.5円（新株予約権対価部分を除く）

割当先：ＩＴイノベーション戦略投資事業組合
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ジェイオーグループホールディ
ングス株式会社

神戸市中央区大日通１丁目２－１８ 32,487 55.57

柏　原　武　利 東京都中央区 5,769 9.86

株式会社クインランド 大阪市中央区北浜２丁目１－３ 2,010 3.42

株式会社BgenuineTec 東京都中央区日本橋堀留町１丁目９－２ 1,923 3.28

飯　島　俊　子 山梨県甲府市 1,145 1.95

小　島　敬　史 京都市上京区 350 0.59

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 342 0.58

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 270 0.46

元　松　和　男 尼崎市浜２丁目９－１２ 234 0.40

竹　城　　　徹 広島市南区 228 0.39

計 ― 44,758 76.50

(注)　上記のほか、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000千株あります。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ─ ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　77,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　58,375,000 58,375 ―

単元未満株式 普通株式　7,542 ― ─

発行済株式総数 58,459,542 ― ―

総株主の議決権 ― 58,375 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000,000株含まれております。

　また、「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1,000個が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ

大阪府豊中市岡町２番５号 77,694 ─ 77,694 0.13

計 ― 77,694 ─ 77,694 0.13

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
３月

　
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

最高(円) 11 40 23 28 31 25

最低(円) ５ ９ 17 16 19 18

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引市場におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)
就任年月日

取締役 ─ 久保田　将 昭和45年９月７日生
平成８年４月 日動火災海上保険株式会社入社

(注) ─ 平成21年９月14日
平成14年４月 加藤税務会計事務所入所

取締役 ─ 松井　浩文 昭和41年９月20日生

昭和59年４月 昭和電機産業株式会社入社

(注) ─ 平成21年９月14日

平成５年４月 日本マリブシステム株式会社入社

平成16年７月 株式会社フィールド取締役就任（現任）

平成17年５月 株式会社クリップアウトバーンズ取締役

就任（現任）

平成21年６月 東邦グローバルアソシエイツ株式会社　社

外取締役就任（現任）

取締役 ─ 岩崎　智彦 昭和47年12月18日生

平成10年９月 長野興産株式会社入社

(注) ─ 平成21年９月14日

平成14年５月 ベンチャー・リンク株式会社入社

平成16年２月 株式会社ドリームバンク専務取締役就任

平成21年１月 株式会社危機管理研究所入社広報製作室

長（現任）

平成21年６月 東邦グローバルアソシエイツ株式会社　社

外取締役就任（現任）

取締役 ─ 海東　時男 昭和20年６月23日生

昭和43年４月 公認会計士岩本勲事務所入所

(注) ─ 平成21年９月14日

昭和48年10月 監査法人栄光会計事務所（現、新日本有限

責任監査法人）入所

昭和53年７月 海東会計事務所入所

昭和58年２月 海東会計事務所主宰（現任）

（注）取締役の任期は、就任の時から平成22年２月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
　

(2) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ─ 広常　秀明 平成21年９月14日

監査役 ─ 日野　利泰 平成21年９月14日

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役社長 取締役専務 宮本　榮一 平成21年９月14日

取締役 取締役社長 長谷川　哲雄 平成21年９月14日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間(平成21年６月１日か

ら平成21年８月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成21年３月１日から平成21年８月31日まで)に係

る四半期財務諸表について、堂島監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないため四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成21年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 108,477 67,617

受取手形及び売掛金 205,906 132,197

商品 91,824 329,284

立替金 137,204 －

その他 177,097 456,409

貸倒引当金 △222,785 △185,603

流動資産合計 497,725 799,905

固定資産

有形固定資産 ※1
 160,956

※1
 162,185

無形固定資産 92,274 119,757

投資その他の資産

破産更生債権等 443,934 443,718

差入保証金 313,112 405,224

その他 32,353 111,075

貸倒引当金 △447,538 △498,861

投資その他の資産合計 341,862 461,157

固定資産合計 595,093 743,100

資産合計 1,092,818 1,543,005

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 203,011 196,808

短期借入金 1,267,546 1,205,000

1年内返済予定の長期借入金 57,200 84,700

未払金 205,572 279,324

未払法人税等 19,993 18,114

店舗閉鎖損失引当金 － 16,320

リース資産減損勘定 38,615 －

その他 63,037 62,721

流動負債合計 1,854,976 1,862,989

固定負債

長期預り金 150,000 －

長期預り保証金 201,897 267,150

長期リース資産減損勘定 18,594 103,011

固定負債合計 370,491 370,161

負債合計 2,225,467 2,233,151
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成21年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,833,024 1,783,024

資本剰余金 1,072,147 1,022,147

利益剰余金 △4,075,525 △3,481,106

自己株式 △4,488 △4,471

株主資本合計 △1,174,841 △680,406

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,956 △9,739

評価・換算差額等合計 △2,956 △9,739

新株予約権 45,148 －

純資産合計 △1,132,649 △690,145

負債純資産合計 1,092,818 1,543,005
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 1,560,791

売上原価 1,451,815

売上総利益 108,976

販売費及び一般管理費 ※1
 587,775

営業損失（△） △478,798

営業外収益

受取利息 933

受取配当金 368

受取地代家賃 3,350

その他 4,252

営業外収益合計 8,904

営業外費用

支払利息 27,432

支払手数料 41,439

その他 2,701

営業外費用合計 71,574

経常損失（△） △541,468

特別利益

固定資産売却益 111

投資有価証券売却益 1,464

貸倒引当金戻入額 25,863

店舗閉鎖損失引当金戻入額 2,933

特別利益合計 30,372

特別損失

店舗閉鎖損失 21,972

投資有価証券売却損 1,983

貸倒引当金繰入額 54,022

その他 3,766

特別損失合計 81,744

税引前四半期純損失（△） △592,840

法人税、住民税及び事業税 1,577

法人税等合計 1,577

四半期純損失（△） △594,418
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 679,673

売上原価 629,416

売上総利益 50,256

販売費及び一般管理費 ※1
 297,783

営業損失（△） △247,526

営業外収益

受取利息 280

受取配当金 368

受取地代家賃 1,800

その他 2,479

営業外収益合計 4,929

営業外費用

支払利息 14,472

支払手数料 41,439

その他 1,144

営業外費用合計 57,056

経常損失（△） △299,653

特別利益

投資有価証券売却益 1,464

貸倒引当金戻入額 19,500

店舗閉鎖損失引当金戻入額 2,933

特別利益合計 23,898

特別損失

店舗閉鎖損失 3,910

投資有価証券売却損 1,983

貸倒引当金繰入額 54,022

特別損失合計 59,916

税引前四半期純損失（△） △335,671

法人税、住民税及び事業税 630

法人税等合計 630

四半期純損失（△） △336,301
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 △592,840

減価償却費 35,557

長期前払費用償却額 981

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14,140

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △16,320

受取利息及び受取配当金 △1,302

支払利息及び社債利息 27,432

支払手数料 41,439

投資有価証券売却損益（△は益） 518

受取賃貸料 △3,350

固定資産売却損益（△は益） △111

売上債権の増減額（△は増加） △73,708

たな卸資産の増減額（△は増加） 237,459

仕入債務の増減額（△は減少） 104,815

差入保証金の増減額（△は増加） 2,338

預り保証金の増減額（△は減少） △68,452

その他 △17,511

小計 △337,195

利息及び配当金の受取額 1,376

利息の支払額 △28,066

法人税等の支払額 △2,025

営業活動によるキャッシュ・フロー △365,910

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △508

有形固定資産の売却による収入 111

定期預金の払戻による収入 50,000

貸付金の回収による収入 36,056

投資有価証券の売却による収入 15,318

差入保証金の差入による支出 △958

差入保証金の回収による収入 71,386

投資不動産の賃貸による収入 3,350

その他 △32

投資活動によるキャッシュ・フロー 174,723
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(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 346,201

短期借入金の返済による支出 △290,455

長期借入金の返済による支出 △27,500

新株予約権の発行による収入 45,148

新株予約権の行使による株式の発行による収入 100,000

新株予約権者からの包括行使による預り金 150,000

新株発行等に伴う手数料等の支出 △41,330

その他 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー 282,046

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 90,860

現金及び現金同等物の期首残高 12,117

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 102,977
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　

当第２四半期会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)

当社は、前事業年度に引き続き第１四半期会計期間において231,272千円の営業損失及び258,116千円

の四半期純損失を計上、また、当第２四半期会計期間において247,526千円の営業損失及び336,301千円の

四半期純損失を計上しており、その結果1,132,649千円の債務超過になっております。また金融機関から

の借入につき返済条項の不履行があり、新規借入が困難な状況にあります。

これにより、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。

当社は、当該状況を解消すべく、以下の施策を行う所存であります。

１．収益力の改善及びコスト削減

当事業年度第１四半期会計期間において、すべての直営店舗と委託型店舗を閉鎖いたしました。今後も

人件費を中心とする固定コストの一層の削減を推し進めるとともに、資産効率の改善に努めてまいりま

す。

また、下記「２．資本政策」の効果により当社の与信を回復し、仕入資金の不足によるＦＣ加盟店に対

しての不安定かつ不十分な商品供給の状況を改善し、売上高及び収益の確保を図ってまいります。

２．資本政策

債務超過を解消するべく、エクイティファイナンスによる資金調達を実施してまいります。なお、平成

21年８月27日にＩＴイノベーションより新株予約権の払込を受け、さらに、重要な後発事象に記載のとお

り、平成21年９月１日、平成21年10月13日、平成21年10月14日及び平成21年10月15日の新株予約権の個別

行使請求により新株式発行を行い、合計220,000千円の自己資本を調達いたしました。今後も引き続き新

株予約権の個別行使請求による新株式発行により自己資本を調達していく予定であります。

金融機関からの借入につきましても、返済条件の見直しを行うとともに新たな借入を行うべく関係を

構築してまいります。

これらの施策の実行により、収益基盤が回復すると共に、与信回復や資金の安定を図ることが可能とな

り、結果として財務指標や株価の回復も想定できると考えております。

しかし、これらの改善策は、今後、十分な自己資本を確保できるだけの新株予約権の行使が必要となり

ますが、ＩＴイノベーションの経営状況の悪化やＩＴイノベーションの資金調達が何らかの要因で予定

通り行われなかった場合や、株価が当初行使価額及び行使価額の修正が行われた後の行使価額を下回っ

て推移している場合は、新株予約権の行使が行われない可能性があるため、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を四半期財務諸表には反映しておりません。
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

１　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、総平均法による原価法によっておりましたが、第１四

半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用さ

れたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

２　リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19

年３月30日　企業会計基準第13号）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）が平成20年４月１日以後開始

する事業年度に係る四半期財務諸表から適用できることになったことに伴い、第１四半期会計期間よりこれら

の会計基準等を適用し、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法を採用しており

ます。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

この変更による損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

（棚卸資産の評価方法）

第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎とし

て合理的な方法により算定する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。

 

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成21年８月31日)

前事業年度末
(平成21年２月28日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　465,408千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　466,159千円

　２　偶発債務 　２　偶発債務

リース会社への未払リース残高に対して保証予

約を行っております。

リース会社への未払リース残高に対して保証予

約を行っております。

リース債務 ㈱モアグッドタイム 115千円

計 　 115千円
　

リース債務 ㈱モアグッドタイム 2,055千円

計 　 2,055千円
　

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当　　　　　　119,488千円
支払手数料　　　　　206,616千円

　

　

第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間
(自　平成21年６月１日 
  至　平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当　　　　　　42,778千円
支払手数料　　　　 124,758千円

　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 108,477千円

　　　計 108,477〃

預入期間が３か月超の定期預金 △5,500〃

現金及び現金同等物 102,977千円
 
　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年８月31日)及び当第２四半期累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21

年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 58,459,542

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 77,694
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３　新株予約権等に関する事項

目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期会計期間末残高

(千円)

普通株式 142,424,000（注） 45,148

(注)　第２四半期会計期間末日現在の行使価額を基礎として算出しております。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　

該当事項はありません。

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの
　　　

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項
　

当社は、平成21年６月18日付で、株式会社BgenuineTecから第三者割当増資による払込を受けており

ます。この結果、当第２四半期会計期間において資本金が50,000千円、資本準備金が50,000千円増加し、

当第２四半期会計期間末において資本金が1,833,024千円、資本剰余金が1,072,147千円となっており

ます。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当第２四半期会計期

間末におけるリース取引残高に著しい変動はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、当社の事業の運営において重要性が乏しく、か

つ、前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社は、持分法適用会社がないため、該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

四半期報告書

28/35



(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年８月31日)

前事業年度末
(平成21年２月28日)

　 　

１株当たり純資産額 △20.17円
　

　 　

１株当たり純資産額 △13.61円
　

　

２　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

　
当第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額 11.04円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

２　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 594,418

普通株式に係る四半期純利益(千円) 594,418

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 53,825,346

　

第２四半期会計期間

　
当第２四半期会計期間
(自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額 5.90円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

２　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間
(自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 336,301

普通株式に係る四半期純利益(千円) 336,301

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 56,960,514

　

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

四半期報告書

29/35



(重要な後発事象)

１.新株予約権の個別行使

当社は平成21年８月27日付で発行いたしました、第三者割当による第６回乃至第15回新株予約権の

うち、平成21年８月31日付で包括行使が行われた第６回新株予約権につき、平成21年９月１日付で個別

行使請求があり、新株式の発行を行っております。

(1)銘柄　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ第６回新株予約権

(2)発行する株式の種類及び数　普通株式　8,333,000株

(3)発行価額　1株につき18円

(4)発行総額　150,000千円

(5)資本金及び資本準備金の増加額

資本金　75,720千円

資本準備金　75,720千円

増加後の資本金は1,908,745千円となります。

(6)払込期日　平成21年９月１日

(7)資金の使途　未払債務の支払
　

２.新株予約権の包括行使

当社は平成21年８月27日付で発行いたしました、第三者割当による第６回乃至第15回新株予約権の

うち、第７回新株予約権につき、平成21年10月１日付で包括行使請求があり、同日付で取締役会にて承

認し、払込が完了しております。

(1)銘柄　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ第７回新株予約権

(2)包括行使日　平成21年10月１日

(3)発行価額　個別行使時に確定

(4)包括行使新株予約権個数　10個

(5)発行株式数　個別行使時に確定

(6)発行価額総額　10,000千円

(7)払込期日　平成21年10月１日
　

３.新株予約権の包括行使

当社は平成21年８月27日付で発行いたしました、第三者割当による第６回乃至第15回新株予約権の

うち、第７回新株予約権につき、平成21年10月５日付で包括行使請求があり、同日付で取締役会にて承

認し、払込が完了しております。

(1)銘柄　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ第７回新株予約権

(2)包括行使日　平成21年10月５日

(3)発行価額　個別行使時に確定

(4)包括行使新株予約権個数　10個

(5)発行株式数　個別行使時に確定

(6)発行価額総額　10,000千円

(7)払込期日　平成21年10月５日
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４.新株予約権の個別行使

当社は平成21年８月27日付で発行いたしました、第三者割当による第６回乃至第15回新株予約権の

うち、平成21年10月１日及び平成21年10月５日付で包括行使が行われた第７回新株予約権につき、平成

21年10月13日付で個別行使請求があり、新株式の発行を行っております。

(1)銘柄　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ第７回新株予約権

(2)発行する株式の種類及び数　普通株式　2,857,000株

(3)発行価額　1株につき７円

(4)発行総額　20,000千円

(5)資本金及び資本準備金の増加額

資本金　10,096千円

資本準備金　10,096千円

増加後の資本金は1,918,841千円となります。

(6)払込期日　平成21年10月13日

(7)資金の使途　未払債務の支払
　

５.新株予約権の個別行使

当社は平成21年８月27日付で発行いたしました、第三者割当による第６回乃至第15回新株予約権の

うち、第８回新株予約権につき、平成21年10月14日付で個別行使請求があり、新株式の発行を行ってお

ります。

(1)銘柄　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ第８回新株予約権

(2)発行する株式の種類及び数　普通株式　6,000,000株

(3)発行価額　1株につき５円

(4)発行総額　30,000千円

(5)資本金及び資本準備金の増加額

資本金　15,144千円

資本準備金　15,144千円

増加後の資本金は1,933,985千円となります。

(6)払込期日　平成21年10月14日

(7)資金の使途　未払債務の支払
　

６.新株予約権の個別行使

当社は平成21年８月27日付で発行いたしました、第三者割当による第６回乃至第15回新株予約権の

うち、第８回新株予約権につき、平成21年10月15日付で個別行使請求があり、新株式の発行を行ってお

ります。

(1)銘柄　株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ第８回新株予約権

(2)発行する株式の種類及び数　普通株式　4,000,000株

(3)発行価額　1株につき５円

(4)発行総額　20,000千円

(5)資本金及び資本準備金の増加額

資本金　10,096千円

資本準備金　10,096千円

増加後の資本金は1,944,081千円となります。

(6)払込期日　平成21年10月15日

(7)資金の使途　未払債務の支払
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２【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成21年10月15日

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ

取締役会　御中
　

堂島監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　城　　 　哲 　 哉　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　 中 　祥　 始　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＮＥＳＴＡＧＥの平成21年３月１日から平22年２月28日までの第30期事業年度の第２四半期会計期間

(平成21年６月１日から平成21年８月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年３月１日から平成21年８

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＮＥＳＴＡＧＥの平成21年８月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。
　
（追記情報）

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、前事業年度に引

き続き第１四半期会計期間において231,272千円の営業損失及び258,116千円の四半期純損失を計上、ま

た、当第２四半期会計期間において247,526千円の営業損失及び336,301千円の四半期純損失を計上して

おり、その結果1,132,649千円の債務超過になっている。また、金融機関からの借入につき返済条項の不履

行があり、新規借入が困難な状況にある。これらにより、会社には継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。な

お、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい

る。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期

財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年８月31日付で包括行使が行われた第６回新株

予約権につき、平成21年９月１日付で個別行使請求があり、新株式の発行を行っている。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、第７回新株予約権につき、平成21年10月１日付で包括

行使請求があり、同日付で取締役会にて承認し、払込が完了している。

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、第７回新株予約権につき、平成21年10月５日付で包括

行使請求があり、同日付で取締役会にて承認し、払込が完了している。

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年10月１日及び平成21年10月５日付で包括行使

が行われた第７回新株予約権につき、平成21年10月13日付で個別行使請求があり、新株式の発行を行って

いる。

６．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、第８回新株予約権につき、平成21年10月14日付で個別

行使請求があり、新株式の発行を行っている。

７．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、第８回新株予約権につき、平成21年10月15日付で個別

行使請求があり、新株式の発行を行っている。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。
２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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